
2023年度 秋 要望調査票
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要請番号（JL02723B18）

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

ベトナム H114 理学療法士 20～45
歳のみ 個別 交替

2代目 2年 ・2024/3 ・2025/1

   

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

トゥアティエンフエ省人民委員会

2）配属機関名（日本語）

トゥアティエンフエ省ナムドン郡保健センター

3）任地（ トゥアティエンフエ省ナムドン郡 ） JICA事務所の所在地（ ハノイ市 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ 飛行機+ﾊﾞｽ で 約 2.0 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

トウアティエンフエ省保健局の管轄下にあり、運営・予算・人事等の監督を受けている一方で、ナムドン郡におけるヘ
ルスケアサービスの開発に関してはナムドン郡人民委員会の監督下にある。地域の中核病院として人材育成、傘下病院
へのCBR紹介、疾病予防や健康指導を行っている省リハビリテーション病院の傘下にあり、2023年9月までは国際NGO
であるHumanity Inclusion(HI)の重点支援病院ともなっていた。年間予算は約9billionVND。HIからは機材供与・研修
実施等のサポートを受けていた。

【要請概要】
1）要請理由・背景

当保健センターでは診察・治療・リハビリテーション・予防医療等、地域住民のヘルスケアを主要業務としている。小
児から高齢者まで、個々の疾病にあった理学療法の実践、新たな知識や技術が必要とされているが、ベトナムにおける
リハビリテーションの歴史は新しく、実際に現場で従事する人材の技術レベルは限定的で、経験も乏しいのが現
状。JICAとHIは業務連携を強化しており、フエ省における中核リハビリ病院及び地方の傘下病院間の連携を強化し、省
全体のリハビリ能力の向上を目指している。現在、初代隊員(理学療法士)が活動中。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

1.医師や同僚たちと共に、患者の治療・指導に直接かかわる。
2.中枢神経疾患患者に対しての医師の診断や理学療法計画立案について提言する。
3.理学療法にかかる知識や技術を共有する。そのための勉強会や研修会、ワークショップを同僚と共に開催する。
4.可能な範囲で同職種隊員や同任地隊員との勉強会やイベント開催などに協力する。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

電子治療器(HCUNISTEM)、脊椎ストレッチング器、超音波セラピー機(HCSOUND)、歩行器、平行棒、車いす、治療用
ベッド、立位治療台、リハビリ自転車等

4）配属先同僚及び活動対象者

配属先同僚:

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02723B18_1.jpg?t=1715650979
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02723B18_2.jpg?t=1715650979
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02723B18_3.jpg?t=1715650979
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL02723B18_4.jpg?t=1715650979


東洋医学・リハビリ部長(40代、リハビリ専門医師、リハビリ経験3年)
PT&amp;リハビリ技術者1名(30代、経験10年)、
PT1名(30代、経験2年)、OT1名(30代、OT経験なし)

活動対象者:脳血管障害、骨関節疾患、頭部外傷患者等

5）活動使用言語

ベトナム語

6）生活使用言語

ベトナム語

7）選考指定言語

英語(レベル:D)

【資格条件等】
[免許]：（理学療法士）

[性別]：（女性）　備考：同僚が女性多数のため。男性で
も可

[学歴]：（大卒）保健医療　備考：専門的な知識・技術が
必要とされる

[経験]：（実務経験）5年以上　備考：同僚への助言が求
められるため

[参考情報]：

　・作業療法士経験

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（熱帯モンスーン気候）　気温：（18～35℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
ホームステイの可能性あり。
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